保存文書電子化業務　
一般競争入札参加資格審査申請書　

令和　　　年　　月　　日

　北海道空知総合振興局長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（申請者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　令和７年北海道空知総合振興局告示第1119号により公告された「保存文書電子化業務」の入札に参加したく、関係書類を添えて一般競争入札参加資格の審査を申請します。
　なお、この申請書及び添付書類のすべての記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。
記
　１　申出事項
　私は、一般競争入札参加資格審査申請に当たり、次の事項に該当しない者であることを申し出ます。
（１）地方自治法施行令第167条の４第１項各号に掲げる者
（２）地方自治法施行令第167条の４第２項の規定により競争入札への参加を排除されている者
（３）道が行う指名競争入札に関する指名を停止されている者
（４）次に掲げる税に滞納がある者
　　ア　道税（個人の道民税及び地方消費税を除く。以下同じ）
　　イ　本店が所在する都府県の事業税（道税の納税義務がある場合を除く。）
　　ウ　消費税及び地方消費税
２　提出書類　
（１）事業所の概要等調査票（申請書別紙１）
（２）法人の登記簿謄本（現在事項全部証明書）　　　※申請日３ヶ月以内発行のもの。原本の提示があれば写し可。
（３）電子化又はマイクロフィルム撮影業務の実績を確認できる書面
（４）業務に必要な機器の保有証明書
ア　設置状況の写真
イ　出荷証明書
（５）有資格者一覧（申請書別紙２）
ア　資格証明書（有効期限が明示されている資格認定証書等の写し）
イ　資格者在籍証明書（社員証等の写し）
（６）ISO9001の登録証の写し
　　ア　登録証（登録番号、登録範囲、有効期限、登録機関名が明記されたもの）
　　イ　登録事業所一覧または附属書等、当該作業場所が登録範囲内に含まれることを確認できるもの
（７）ISO27001の登録証の写し
　　ア　登録証（登録番号、登録範囲、有効期限、登録機関名が明記されたもの）
　　イ　登録事業所一覧または附属書等、当該作業場所が登録範囲内に含まれることを確認できるもの
（８）誓約書（申請書別紙３）
（９）納税証明書（道税又は都府県の事業税及び国税分）※申請日３ヶ月以内発行のもの。原本の提示があれば写し
（１０）健康保険等届出義務履行を証明する書類（直近の領収証書、領収済通知書等の写し）

担当者　氏　名：　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　連絡先：　　　　　　　　　　　　　　　　　　







別紙1
事業所の概要等調査票

1　事業所の概要
	項目
	内容

	商号又は名称
	

	本社所在地
	

	道内支店等の所在地
	

	道内での作業所の所在地
	

	連絡先
	部署名等：

担当者名：

電話番号：


	道の競争入札参加資格を有
する場合の地区・登録番号
	地　　区：

登録番号：


	開業年月日
	　　　　年　　月　　日

	資本金
	　　　　　　　　　千円

	従業員
	　　　　　　　　　　人



2　業務実績（令和5年12月以降に完了した実績）
	契約先
	業務内容
	契約期間
	契約金額

	
	
	
	





別紙２
有資格者一覧


	番号
	氏　　　　名
	資　　格　　名(　種　　別　)

	１
	
	○級　
	文書情報管理士

	２
	
	
	

	３
	
	
	

	４
	
	
	

	５
	
	
	

	６
	
	
	

	７
	
	
	

	８
	
	
	

	９
	
	
	

	１０
	
	
	











別紙3
誓約書

北海道空知総合振興局長　様

　私は、北海道空知総合振興局が実施する令和7年12月23日付け北海道空知総合振興局告示第1119号により告示のあった保存文書電子化業務に係る競争入札参加資格審査の申請に当たり、暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下同じ。））又は暴力団関係事業者（暴力団員が実質的に経営を支配する事業者その他同条第２号に規定する暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する事業者をいう。）に該当しない者であるとともに、今後、これらの者とならないことを誓約します。

　上記の誓約に反することが明らかになった場合は、競争入札参加資格を制限されても異存ありません。

　また、上記の誓約の内容を確認するため、北海道が他の官公署に照会を行うことについて承諾します。


令和　　年　　月　　日　　


所在地　〒
商号又は名称　　
代表者　

別紙4
社会保険等適用除外申出書

北海道空知総合振興局長　様

　次の理由により、社会保険又は雇用保険の届出義務のないことを申し出ます。
　また、申出の内容を確認するため、北海道が他の官公署等に照会を行うことについて承諾します。

【社会保険】　□健康保険　　□厚生年金保険

　１　従業員５人未満の個人事業所であるため。
　２　従業員５人以上であっても、強制適用事業所となる業種でない個人事業所のため。
　３　その他
	　


　　　注１　届出義務のない保険の種類をチェックし、該当する番号を〇で囲むこと。
　　　　２　その他を選択した場合は、関係機関に問い合わせを行った上でその理由を記載すること。
　　　　　（例）○○年金事務所に確認し△△により適用除外となる。

【雇用保険】
　１　役員のみの法人であるため。
　２　その他
	　


　　　注１　該当する番号を〇で囲むこと。
　　　　２　その他を選択した場合は、関係機関に問い合わせを行った上でその理由を記載すること。
　　　　　（例）○○ハローワークに確認し、△△により適用除外となる。

令和　　　年　　　月　　　日


住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　名称又は商号
　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

